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１）はじめに

急増する合併・住民投票

　02年創刊された本誌に、拙文「新たな住民投票のすすめ」を寄稿した。そのなかで住民投票について「高浜市や米原町の先進的な取り組みは、やがて他の市町村へと波及してゆくことが、十分予測される。」と記した。1年が経過して、市町村合併を巡る住民投票の急増ぶりには、予想をはるかに越えるものがある。

　合併を巡る住民投票には、「条例を制定して、合併の賛否や枠組みを問うもの」、「合併特例法の改正に伴い、合併協議会設置の賛否を問うもの」に大別される。02年10月末までに実施された条例による住民投票は、わずか4件にとどまったが、1年後の累計は、実に66件に上る。合併特例法によるものは、02年わずか1件であったものが、同34件実施されるまでになった。

自治体の3分の２、合併協議に参加

　05年3月の合併特例法期限切れを控えて、全国の市町村が合併協議に雪崩を打って参加している。総務省(＊1)によると03年10月1日現在、法定協議会に参加する市町村数は、合計で1,620団体と全市町村（3,181団体）の半数を越え、協議会設置数は407になった。任意協議会を含めると、2,152団体と全体の3分の2を越えたことになる。

　毎日新聞の全国調査によると、462地域で1,850市町村を対象とする合併が見込まれる。その結果、約1,400自治体が減少し、1,800程度に再編される公算が大きいという。（03.8.17毎日新聞・朝刊）
住民は実力行動に

　おしなべて地方自治体の財政危機が進行するなか、2000年4月に地方分権一括法が施行された。市町村合併の行方は、住民生活に大きな影響がある。それだけに、これまで「おまかせ民主主義」にどっぷり浸かってきた有権者をして、目覚めさせるに十分である。

　そればかりか、法制度を活用して実力行動にでるケースも目に付く。合併協議会設置を求める「住民発議」や「住民投票」の請求である。時には住民意見を反映していないとして、首長や議員の解職請求や議会の解散請求が、あちこちで行われている。合併を巡る住民投票急増の背景には、こうした動きが強く作用していることは明らかだ。

合併協議の現場から

　私自身、03年5月に設置された奈良県上牧町議会の合併問題調査特別委員長の任にある。

　03年6月に住民発議で、7町合併法定協議会（＊2）が設置された。奈良県王寺周辺広域圏を構成する平群、三郷、斑鳩、安堵、上牧、王寺、河合の7町である。議会選出委員として、合併協議に参加している。

　そうした立場や体験からも、合併を巡る住民投票の現状と課題について検証してみたい。

　(＊1)総務省合併相談コーナーのホームページ　http://www.soumu.go.jp/gapei/

　(＊2)7町合併法定協議会ホームページ　http://www4.kcn.ne.jp/~town7/

２）条例に基づく住民投票
02年を境に様変わり

　01年末までの10年間に、13件の住民投票が行われた。原発、産廃、基地、大型公共事業などの是非を問うものがほとんどだ。唯一の例外は、01年7月29日の埼玉県上尾市で行われた。さいたま市との合併を問うものである。

　02年以降、住民投票の市町村条例が相次いで制定された。合併の賛否や選択肢を問うものが増加し始めた。03年10月26日に実施された高知県日高村の産廃施設を問うもの以外は、すべて合併を巡るものである。

　　条例に基づく合併を巡る住民投票（件、03.10末まで）
　　　　累　　　計：　　　　　　66

　　　　賛　否　　　　　　　　　33

　　　　　　賛　成：　　　　　　17

　　　　　　反　対：　　　　　　13

　　　　　　不成立：　　　　　　 3

　　　　選択肢　　　　　　　　　33

　　　　　　合併枠を選択：　　　31

　　　　　　合併しない　：　　　 2
03年になって急速に増加

　全体としては66件あるが、その前半は、どちらかといえば「選択肢」を問うものが多い。合併協議の初期において、あらかじめ合併枠の決定を住民投票にゆだねた。後半には、「賛否」を問うものが多くなっている。合併協議がある程度進んだ段階で、合併についての住民意志を確認するものだ。

　7月以降、「合併に反対」が増加傾向にあり、「賛否」を問うものでは「賛成」と「反対」の差が小さくなっている。「選択肢」の設問に当初見受けられた「合併しない」との問いが少なくなり、「合併枠」の選択が主力となっている。これらの関係については、５）「どの段階で住民投票を行うのか」を参照されたい。
§「別表１　条例に基づき、合併を問う住民投票（03年10月末まで）」を挿入


３）合併特例法に基づく住民投票
切り札に住民投票を導入

　02年3月に「地方自治法等の一部を改正する法律」（法律第４号、総務省）が成立した。このなかに「市町村合併の特例に関する法律」の改正が含まれており、合併協議会の設置を問う「住民投票制度」がようやく導入された。

　95年の改正で、合併協議会設置を有権者の50分の１以上の署名で直接請求ができることになっていた。いわゆる「住民発議制度」である。

　今回の改正では、議会が住民発議による合併協議会の設置を否決した場合、有権者の６分の１以上の署名による請求または首長提案により、設置の賛否を問う「住民投票」が義務づけられた。

　過半数の賛成があれば、議会の議決を経ることなく設置が可能となった。つまり、合併協議会の設置が議会の専決事項でなくなったことの意義は実に大きい。住民は自らの意志と行動で、合併協議会を設置する手だてが法的に保障されたわけだ。
　　合併特例法に基づく住民投票（件、03.10末まで）

　　　　累　　計        34

　　　　住民請求        29

　　　　　賛　成        10

　　　　　反　対        19（うち、別の枠組みで合併推進9）

　　　　首長提案         5

　　　　　賛　成         4

　　　　　反　対         1（うち、別の枠組みで合併推進1）

合併協議、住民が主導

　05年3月の合併特例法期限切れをまえに、合併協議会の設置を問う住民投票は、02年ではわずか4件であったものが、03年になってから30件（10月末まで）と急増した。合併協議の推進については、おしなべて住民が主導し、議会や首長が仕方なしに後追いするパターンが多い。

　野球に例えれば、試合開始時間が来たのにいっこうに試合が始まらない。観客が「試合を開始せよ」と騒いでも、監督や選手は「準備ができていない」とグランドに出てこない。そこで審判団が観客の求めに応じ、「試合を開始する」と宣言したようなものだ。

　この住民投票は、合併協議会設置を求める住民発議が前提になっているので、「住民請求」が圧倒的に多い。全体の投票結果（10月末まで）は、「賛成」14件、「反対」20件となっている。ただし、住民投票に付議された合併協議会は否決されても、別の枠組みで合併を進めるところが10件に上る。純粋に合併をしない選択はわずか10件にとどまる。

§「別表2　特例法に基づき、協議会設置を問う住民投票（03年10月末まで）」を挿入

４）住民投票に代わるアンケート調査など
アンケートで民意反映

　条例を制定しないで、全有権者を対象とした「事実上の住民投票」ともいえるアンケート調査を行う自治体も出てきた。その理由は、議会が住民投票条例の制定を認めない、住民投票結果に法的な拘束性がない、住民投票に比べて議会や住民の抵抗感が少ない、などである。

　2000年7月30日、田無市と保谷市の合併の賛否を問う住民投票形式のアンケート調査が行われた。対象者を18歳以上とし、投票時間を午後10時まで延ばし、新市の名称も併せて尋ねた。両市合計で14万9千人、投票率44％で、01年1月21日に、都市型合併の先駆といわれた「西東京市」が誕生した。以後、市民参加のさきがけとして、全国自治体の注目を浴びている。

　03年2月23日、全国唯一の飛び地である和歌山県北山村で行われた。選択肢は、和歌山県新宮市などとの合併と三重県熊野市などどの合併を問うた。結果は同じ和歌山県内の新宮市などとの合併が選択され、生活圏である三重県との越境合併は退けられた。

賛否、分かれるケースも

　同年6月8日、奈良県新庄町と當麻町の合併の賛否を問うアンケート調査が行われた。両町で合併協議を重ね、新市名称の選択と併せて実施した。その設問も「賛成」「どちらかといえば賛成」「どちらともいえない」「どちらかといえば反対」「反対」と幅のある選択肢を示した。結果は、當麻町で反対意見が52.15%と有効投票の過半数を上回り、新庄町では賛成意見がわずかに多数となった。

自主管理の住民投票

　このほか、住民の自主管理による住民投票が試みられた。03年8月25日、埼玉県小鹿野町で住民団体「西秩父3町村合併を実現する会」(＊3)が実施した。①西秩父3町村合併、②秩父7市町村合併、③合併しない、との選択肢が示された。有権者数9,600人、投票率54.79%、西秩父3町村合併が、圧倒的な多数で選択された。

　福島町長は、議会答弁で「（住民投票の結果は）参考にする。合併はいろいろなものを総合的に考えて判断する」として、住民投票の結果とは異なる秩父7市町村の合併協議を進めている。

　(＊3)西秩父3町村合併を実現する会ホームページ

　　http://www4.zero.ad.jp/nisichichibu/

５）どの段階で住民投票を行うのか

合併協議の入り口、山場、出口

　先に、合併を巡る住民投票には、法制度のうえで「条例を制定して、合併の賛否や枠組みを問うもの」、「合併特例法の改正に伴い、合併協議会設置の賛否を問うもの」に大別した。

　これを合併協議や手続きの流れとの関連で、整理してみる。①基本的に合併を目指すのか、目指さないのか、②任意の合併協議に参加するのかどうか、③法定の合併協議会の設置を認めるかどうか、④合併の枠組みを問うもの、⑤法定協議会の最終段階で調印をするのかどうか、に分類できる。

賛否と選択肢、それぞれ半数

　03年4月の統一地方選挙で大きな争点となったのが、自治体の財政問題と合併への対応であった。大阪府高石市(＊4)では、合併の是非を問う住民投票、市長選挙、市議選と、三重投票が行われ注目された。結果、合併反対が74.26%と圧倒的な多数を占め、合併反対を公約にした坂口市長が誕生した。

　これなど、市長選との連動で、文字通り①の基本姿勢を問うものであった。条例による住民投票66件の約半数、32件がおおむねこれに当たる。

合併枠の選択、ピークを越える

　本誌創刊号の「新たな住民投票のすすめ」で、滋賀県米原町(＊5)の住民投票を取り上げた。滋賀県湖東地域は、早くから合併への取り組みが進んでいることで知られる。

　02年3月に、米原町では、国内では初めて永住外国人にも資格を与えて、合併について選択肢（坂田郡4町、湖東1市4町、湖北1市12町、合併しない）を示して住民投票を行った。そのための最大限の情報提供と住民参加は、全国の注目を集めた。典型的な②と④の組み合わせである。

04年にかけて、賛否を問うものが増える
　③法定の合併協議会の設置を認めるかどうか、３）合併特例法に基づく住民投票で触れた。03年10月末までに34件を数え、05年3月の合併特例法の期限からみて、すでに一つのピークに差し掛かったものと思われる。今後は、むしろ合併の賛否を問う①ないし⑤の住民投票が主流になると予想する。

　合併手続きの最終段階では、地方自治法や特例法の規定により、議会の議決が不可欠である。04年の後半から05年初めにかけて大きな焦点となることは目に見えている。

　(＊4)大阪府高石市ホームページ　http://www.city.takaishi.osaka.jp/

　(＊5)滋賀県米原町ホームページ　http://www.maihara.com/
６）住民投票の「選択肢」は適切か

選択肢と賛否の混在

　滋賀県米原町の合併を巡る住民投票は、その手法においてもモデルとして全国から注目された。合併枠を示した3つの選択肢に加えて「合併しない」選択肢もあった。

　私は、この選択肢を疑問に思い、住民投票の担当者からその理由を聞いた。当初、合併を前提に組み合わせを問う住民投票を行う予定であったが、合併反対勢力から「合併しない」という選択肢を入れるように求められた経緯があるという。

　こうした事例は、米原町にならって、02年12月1日実施の岡山県奈義町、03年2月2日実施の静岡県東伊豆町の住民投票の選択肢にも取り入れられた。合併の賛否を問う住民投票と合併の選択肢を問うものとは、その視点や重みが自ずと異なる。

設問は、明快・簡潔に

　したがって、まず「合併する」「合併しない」の二者択一で問い、合併するとした場合、どの合併枠でするのかを質すのが常道であろう。奈義町では、「合併しない」が70.07%となったが、「合併する」場合に「津山地域と」「勝央地域と」と順序立てて尋ねたのは、一つの見識である。

　また、高石市の住民投票では「合併に賛成」「合併に反対」のほかに「合併はやむをえない」という選択肢が設けられた。「合併はやむをえない」は、投票結果によって合併に賛成と読み替えられる可能性が高かった。合併推進の前市長が恣意的にこの選択肢を入れたものと推察される。

　選択肢が適切に設定されるかどうか、世論調査やアンケート調査のそれと同じく、住民投票の結果に大きな影響なしとしない。

７）議会は、果たして進化したか

直接請求を嫌がる議会

　「新たな住民投票のすすめ」で、住民投票の歩みは、住民の「直接請求」と議会の「厚い壁」との eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(かっとう),葛藤)の歴史だとした。この1年、合併を巡る住民投票が急増するなかで、議会は果たして進化したのか。残念ながら、答えは「ノー」である。

　03年9月末までに、議会に提出された合併の住民投票条例がどう扱われたか、調べてみた。記録や資料の限界で、必ずしも完璧なものとはいえないが、その傾向はおよそ把握できる。

　　議会に付議された合併の住民投票条例案（件、03.9末まで）

　　　総　　 数…217　　  可決…109　　  条例化率… 50.2%（平均）

　　　　首長提案…67　　　可決… 62　　　条例化率… 92.5%

　　　　議員提案…53　　　可決… 25　　　条例化率… 47.2%

　　　　直接請求…87　　　可決… 12　　　条例化率… 13.8%

　　　　不　　明…10　　　可決… 10　　　条例化率…100.0%

　02年9月末現在、一般的な住民投票条例が議会に付議されたのが194件、うち成立したのが43件、条例化率は22%であった。こと合併を巡る住民投票条例に関しては、条例化率は50.2%と倍加した。

首長に弱い議会

　しかし、条例案が首長提案か、議員提案か、あるいは直接請求（有権者の50分の1以上の連署で請求できる）かによって、その扱いに「雲泥の差」がある。

　01年以前の住民投票が、どちらかといえば行政の決定や事業に対する反対の手段として使われてきたことは、否定できない。

　合併を巡る住民投票は、住民・行政がそれぞれの立場で「選択」もしくは「決定」する手段である。にもかかわらず、住民からの直接請求が否定され、議員提案の半数以上が葬り去られる事実を、どう説明すればよいのか。

　議会は、「間接民主主義」「代議制」を具現するもとされるが、この実体は何を物語るのか。住民よりも、また議会よりも、むしろ首長に顔を向けているとして過言だろうか。

合併は、議員のリストラを伴う

　合併の実現は、議員にとってそのままリストラを意味する。私が関わる7町合併が実現すれば、議員定数108名が新市において、34名以下（地方自治法第91条、人口15万人弱）となる。

　03年10月26日、香川県東かがわ市の議会解散を求める住民投票が行われたが、圧倒的な多数で解散が決まった。議員定数を巡るこの事例も、全国的に共通の問題をはらんでいる。

　だからといって、議会が住民から求められる合併論議を避けて通れないのは、もはや時代の流れである。こうしてみると、この1年間で議会が進化したとは、とうていいえない。

　合併問題の本筋に目を背け、むしろ保身に走る傾向さえ見受けられる。議会が住民からそっぽ向かれることを、議員の一人として危惧する。

議会解散や議員解職も
　こうした議会の動きに対して、有権者も決して黙っていない。合併への取り組みを巡って住民意見を反映していないとして、議会解散や議員解職を求める動きが、これまでにない広がりを見せている。有権者の3分の1以上の署名で住民投票実施、過半数の賛成で解散や解職が成立する仕組みだ。

　　熊毛町（山口県）…議会解散（02.10.06）、再選挙で2市5町合併派が多数に

　　砥部町（愛媛県）…議会解散（02.12.22）、再選挙で松山市合併派が多数に

　　下甑村（鹿児島県）…合併反対議員7人の解職（03.05.11）、再選挙で合併賛成

　　　　　　　　　　　　議員が多数に

　　東城町（広島県）…議会解散（03.08.03）、再選挙で合併賛成議員が多数

　　両津市（新潟県）…反対多数で不成立（03.09.14）、解散せず

　　東かがわ市（香川県）…議会解散（03.10.26）、11月27日に新市議の選挙
首長のクビも飛ぶ

　合併の賛否や枠組みを巡って、住民の意見と首長の方針が相反するケースは、議会以上に多発している。住民意見を反映していないとして、首長が解職（議会解散と同じ）あるいは辞職に追い込まれる事例も急増している。

　　緑町（兵庫県）、砥部町（愛媛県）、佐和田町（新潟県）、富士見村（群馬県）、

　　黒瀬町（広島県）、下甑村（鹿児島県）、幸手市（埼玉県）、犬飼町（大分県）、

　　鮫川村（福島県）、塩沢町（新潟県）、越知町（高知県）、燕市（新潟県）など

　有権者は、合併特例法で住民発議に加えて「住民投票請求権」という武器を手に入れた。合併を巡って議会や首長らの判断が、住民意見とまるでかけ離れていることがままあることから、特例法を活用しての実行動に訴えるまでになった。

「おまかせ民主主義」から脱却を

　それでも叶わない場合、地方自治法までフル活用して、条例制定の直接請求、首長や議員の解職請求、議会の解散請求までが、あちこちで行われようになった。

　いまや、住民の多数意見を無視しては、議員も首長もいつクビを切られてもおかしくない時勢になったといえる。これも「おまかせ民主主義」から脱却し、住民主権を確立するためには、避けて通れない道程ではなかろうか。

８）住民投票は、成長課程にある

永住外国人に投票権

　合併を巡る住民投票の広がりは、住民投票そのものを成長させる効果を生んでいる。一つは永住外国人に投票権を与えること、二つは未成年者に投票権を広げたことである。

　永住外国人に投票権を与える取り組みは、「新たな住民投票のすすめ」でも触れたとおり、02年3月に実施された滋賀県米原町の合併選択肢を問う住民投票で、初めて取り入れられた。この対応を巡って賛否両論、多くの議論が行われた。

　その後、各地の住民投票に取り入れられ、いまや永住外国人に投票権を与える自治体条例が、どちらかといえば多数派となっている。

　この動向が、永住外国人の地方選挙への参政権への議論に発展することは十分予測される。そればかりか、国政への選挙権、つまり衆参議員選挙や最高裁判事国民審査、いずれ行われる国民投票などの投票権付与の議論につながるであろう。

　参政権付与に対する私個人の考えとしては、帰化が前提だとする偏見に囚われことなく、積極的に認めるべきとの立場である。いくつかの理由があるが、国際化時代におけるわが国の人口減、どう持続可能な社会を実現するのかにある。

未成年者や子どもにも参加求める

　02年9月、秋田県岩城町(＊6)で同じく合併選択肢を問う住民投票が行われ、18歳以上の未成年者にも初めて投票権を与えた。その後、03年5月に長野県平谷村で合併の賛否を問うて中学生以上に広げた。さらに同年10月には北海道奈井江町で、「子ども投票」枠を設けて小学5年以上にも投票権を与えた。

　未成年者に住民投票の「投票権を与えた」というより「参加を求めた」との表現が適切であろう。永住外国人へのそれと比べてまだまだ少数派であり、3分の1程度にとどまる。

　その意図するところは、合併問題という地域社会の将来設計について、未来を担う若者や子どもたちにも参画してもらうところにある。あわせて、選挙の投票率低下に歯止めをかけ、地方自治への関心を高めようとの狙いもあり、私は大いに歓迎する。

　(＊6)秋田県岩城町のホームページ　http://www.town.iwaki.akita.jp/
９）おわりに

住民への情報提供が前提

　最初に、市町村合併を巡る住民投票が、予想以上に急増していると指摘した。しかし、住民投票そのものにも課題が多くあるのも事実である。住民への情報提供、直接請求制度の改革、住民投票制度の立法化などである。

　まず、民意を的確に反映した住民投票の前提は、住民への情報提供である。これまでの多くの事例がそれを物語っている。こと合併問題に関して、それが十分に行われているとは言いにくい。

7町合併協議の場合は

　身近な例として、奈良県王寺周辺広域圏・7町合併協議が6月から始まった。住民にとって合併の是非を判断するうえで最たる材料は、合併によって将来どのようなまちづくりが行われようとしているのかである。それは、特例法にも規定された「新市建設計画」（まちづくり計画）で示される。

　具体的には、総務省が示したマニュアルに従って、有権者の10%を対象にしたアンケート調査、コンサルタントによるまちづくり計画案の作成が行われる。約半年間、協議会での検討が行われ、住民に提示される。

　これをもとに各町で住民説明が行われ、合併の賛否を問う住民投票が行われる見通しだ。7町のうち、少なくとも2町の町長が住民投票の実施を公言している状況である。

これでよいのか合併協議

　なるほど、協議会や策定小委員会などの議事は公開され、月に1回協議会だよりの全戸配布、協議会ホームページや会議録の公開などが行われているが、これでもって住民が合併の是非を判断できるのか、はなはだ疑問に感じる。

　02年10月15日に、鹿児島県川薩合併協議会（いま最もねじれが重なり合っている合併協議）を視察したが、基本的な手法は何ら変わらない。奈良県内6カ所ある他の合併協議会においても、ほぼ同様であろう。

米原町の行政・住民の共同作業を参考に

　7町合併協議に関しては、特例法期限のギリギリの段階で住民発議のより設置された経緯もある。その賛否を問う住民投票が仮に実現した場合、少なくとも、滋賀県米原町が行った程度の住民への情報提供は欠かせない。

　即ち、住民にも理解できるだけの将来見通しのパンフレット（単なる新市建設計画の概要版ではない）、町長以下町幹部が参加しての地区説明会、全議員の合併への見解を掲載した公報、選択肢を主張する各陣営が参加しての立会演説会などが用意された。合併協議には行政・住民の協働作業が欠かせない。

直接請求は、１割バッター

　住民発議による合併協議会設置を議会が否決した場合、合併協議会設置を問う住民投票は、合併特例法に基づき首長の提案や住民請求で可能である。その一方、合併の賛否や枠組みを問う住民投票は、その自治体で条例を制定しないことには不可能である。

　ところが、合併についての住民投票条例案が直接請求された場合、その条例化率は、わずか13.8%（「議会に付議された合併の住民投票条例案」参照）に過ぎない。議会は、自らの議員提案の同47.2%を含め、大半を葬り去ってきたのである。

　条例の直接請求が議会で潰された場合、合併特例法に基づくものと違って「敗者復活の道」はない。他には、議会解散や議員解職を求めて、出直すしか方法がないのが現行制度なのだ。条例直接請求制度の改革が指摘されて久しい。

常設型住民投票条例のすすめ

　そこで、この壁を越えようと注目されるのが、常設型住民投票条例である。愛知県高浜市で制定（詳細は、「新たな住民投票のすすめ」参照）されて以来、少しずつではるがその動きが広がりつつある。

　　箕面市（大阪府、97.03「市民参加条例」可決）、高浜市（愛知県、00.12可決、01.06

　　改正）、中里村（群馬県、02.06可決）、境町（群馬県、02.09可決）、富士見市
　　（埼玉県、02.12可決）、広島市（広島県、03.03可決）、哲西町（岡山県、03.03

　　可決）、三野町（香川県、03.09可決）、押水町（石川県、03.09可決）、大竹市

　　（広島県、03.09可決）、山口県（継続審査）、東郷町（愛知県、継続審査）

間接民主主義の補完

　常設型住民投票の意義について、その先駆となった高浜市の森市長の説明は、明快そのものである。「分権時代を担うのは地域住民である。住民の意志と議会・首長の考えが eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(かいり),乖離)（互いに反対方向を向く）が大きくなれば、間接民主主義を補完する住民投票が必要になる。住民・議会・首長によい意味での緊張関係は、セーフティネットの役割を果たす。」というものだ。この発想が02年以降の合併を巡る住民投票急増の動きに、実に見事に表れている。

　05年3月の特例法期限切れをまえに、慌ただしい合併協議は、04年下期には一定の方向づけと落ち着きを見せるであろう。合併を巡る住民投票の様々な実体験は、やがて自治体における常設型住民投票条例の広がりにつながると予測するのは、私だけだろうか。

望まれる住民投票法の制定

　次の段階として、自治体のなかで条例を制定しての住民投票は、自ずと限界があることも現実である。設問のあり方で投票結果が左右される恐れや投票資格者への情報提供の難しさもある。とりわけ「住民投票の結果を首長や議会が履行しなければならない」と「義務づけ」できない。制度の制約から、ただ「尊重する」との規定にとどまっているのは、その最たるものであろう。

　そこで、以前から住民直接参加の決め手をされてきた住民投票制度の立法化が、いよいよ望まれるのではないのか。住民投票法案については、00年5月に民主党案が国会に提出されたし、他に日本共産党や社会民主党案もある。また、民間団体である住民投票立法フォーラム(＊7)の住民投票に関する特別措置法案も示されている。

国民投票法も視野に

　03年11月に発足する新国会において、住民投票法案を改めて重要案件として審議し、法律化することを強く要望する。首相公選制の導入や憲法改正手続きにおいても、重要課題における国民の直接参加への道を広げる意味合いもある。

　そのためには、国会法の改正や国民投票法の制定が必要であることはいうまでもない。つまり、住民投票に限らず、国民投票への展開を見据えた議論をぜひとも期待したい。

　私は、21世紀が地方に限らず国政においても、住民の「直接参加」をどれだけ拡大できるのか、大きなキーポイントのなるものと考える。

　(＊7)住民投票立法フォーラムのホームページ　http://www6.ocn.ne.jp/~direct/
　堀内英樹のホームページ　http://www.lint.ne.jp/~horiuti/siminnokoe.html
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